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第２章　環境に貢献する科学技術研究

脱炭素の実現には“グリーンジレンマの解消”が不可欠
脱炭素社会は世界共通の目標であり、目下わが国でもさまざまな取り組みが進められています。その実現には社会の

構造的な転換が求められますが、エネルギー分野では再生可能エネルギーの最優先かつ最大限の導入が国策として掲げ
られています。将来は風力発電と太陽光発電が主力電源を担っていくことが期待されるところです。

風力や太陽光による発電は温室効果ガスを排出しないクリーンなエネルギーとして一般的に知られていますが、発電
施設が設置される地域では事業実施に伴うトラブルや苦情が後を絶たないのが現実です。電力は私たちの生活にとって
欠かせませんが、それを作り出す過程において影響やリスクをゼロにすることはあり得ないのです。最近では、再生可
能エネルギー施設を「NIMBY（ニンビー：Not In My Back Yardの略語）」と呼ぶ人もいます。これは総論賛成各論反
対を意味し、総論として再エネに賛成するものの、各論（＝自分の家の近くへの建設）は反対が起こる現象を指します。
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環境問題、このグリーンジレンマともいうべき事態をいかに同時解決するかが
問われています。

研究ミッションとしての“地域共生型再生可能エネルギー計画学”の構築
当研究室では、このようなエネルギー問題のジレンマを解消するために、環境計画の立場から政策提言につながる研

究に取り組んでいます。具体的には、①環境影響の低減策と、②地域便益の創出策の両面からのアプローチ、すなわち
事業実施に伴うネガティブな影響を減らすための方策と、事業の実施が地域にもたらすポジティブな影響を生み出すこ
とを同時に実現していく方法論を検討しています。これを「地域共生型再生可能エネルギー計画学」と呼んでいます。

再生可能エネルギーをめぐる地域トラブルは、騒音、景観、森林伐採、野鳥衝突、土砂災害など事例によりさまざま
です。事業に反対するのは地域住民だけでなく、環境保全団体や地元自治体の場合もあります。それぞれの事業や地域
の特性を踏まえて、どのような要因で環境紛争が発生し解消されるのか、アンケート調査や立地特性の解析などからメ
カニズムの解明に取り組んでいます。また、トラブルを事前に回避するための環境配慮の仕組みとしての環境アセスメ
ントや、エネルギーの循環を促すなど地域メリットを創り出すことで地域の合意形成を図るための方法論の解明を目指
しています。

２－１　最先端の環境関連研究内容�～トピックス～

「地域共生型再生可能エネルギー計画学の構築を目指して」
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環境に貢献する科学技術研究

Q1．先生がこの分野の研究を始めたきっかけは何ですか？
Q2． グリーンジレンマ解消のためのアプローチの1つである「地域便益の創出」には具体的に

はどういったものがあるでしょうか？
Q3．「環境アセスメント」とは具体的にどういったことを行うのでしょうか？
Q4．環境問題やSDGsの取り組みに関して今後の意気込みを教えてください。
Q5．学生へのメッセージをお願いします。

A1 ．20年ほど前、博士号を取ってすぐにスウェーデン・ゴットランド島という世界遺産の島を研究プロジェクト
の一環で訪問しました。洋上の風車群や川に設けられた小水力発電などを見学し、地元自治体職員による再エ
ネ導入ビジョンのプレゼンを聞いて目から鱗でした。その10年後、学生が企画したゼミ合宿で伊豆の風力発電
施設を見る機会があり、再エネと住民とのトラブルの事実を知りました。それらの経験から、環境政策研究者
として脱炭素の実現に貢献したいという気持ちを持つようになったことがきっかけです。

A2 ．売電収入の一部を地域に基金として還元する方法があります。農林漁業の振興やまちづくりなど使途や受益
者を柔軟に決められるのが利点です。また最近は、太陽光パネルの下部で野菜などを営農するソーラーシェア
リングが進められており、農地で発電した電力をトマトの水耕栽培に活用するなど、再エネで発電した電力を
地元のために使う「電力の地産地消」の仕組みも実践されています。

A3 ．道路、鉄道、ダム、ゴミの処分場、発電所や都市開発など、事業による影響を事前に予測・評価して、環境
や社会に配慮しながら事業を進めていくための仕組みです。一連の手続きでは、住民や環境NGOなど事業に関
心を持つさまざまなステークホルダーとコミュニケーションしながら検討していく点に特徴があります。

A4 ．環境アセスメントは、環境に加えて、経済や社会面も含む持続可能性アセスメントへの進化が求められてい
ます。持続可能性アセスメントでは、SDGsの持続可能な開発目標をいかに取り込んでいくかも大きな課題の一
つと言われています。今後は、そのようなテーマにも挑戦していきたいと考えています。

A5 ．脱炭素に向けて、世界が変革しつつあります。どんな組織や立場でもそこへの適応が求められます。その予
兆が皆さんには見えていますか？脱炭素を“自分事”として捉えてみたとき、将来のビジョンや世界がきっと

違って見えてくるでしょう。

Ｑ＆Ａ

政策提言、計画立案の支援による社会貢献
研究を通じて獲得した知見は、政策提言という形で常に実社会へフィードバックすることを心掛けています。地域で

円滑に再エネを導入していくための「ゾーニング」と呼ばれる立地誘導計画、環境配慮ガイドライン、地域の再エネビ
ジョン、優良事例集の作成など、環境省による政策や自治体の取り組み支援、民間企業とのコラボレーションを通じて
社会実践を進めています。これらの活動は持続可能社会や脱炭素を実現するための社会的な貢献という意味もあります
が、新たな研究ニーズを発見する貴重な機会でもあるのです。

錦澤研究室HP：http://www.nishikiz.depe.titech.ac.jp




